
静岡県が毎月公表している「毎月勤労統計調査地方調査結果」について、令和５

年の年平均結果を取りまとめました。

毎月勤労統計調査は、労働者の賃金、労働時間、雇用について、毎月の変動を把

握するための調査です。

調査結果は、国の労働・経済政策や景気動向などの基礎資料として広く利用され

ています。また、県内の景気局面をとらえる指標のひとつである「静岡県景気動向

指数」の算定や県内経済の状況をとりまとめた「静岡県月例経済報告」の作成にも

活用されています。

１ 賃金 ～３年連続で増加した現金給与総額～

(1)年次別現金給与額

令和５年の１人平均月間現金給与総額は 31 万 8,617 円、名目賃金指数（現金給

与総額）は 104.5 で、前年比 2.6％増と３年連続で増加した。

現金給与総額のうち、定期給与は 26 万 1,385 円、名目賃金指数（定期給与）は

103.5 で、前年比 1.9％増と４年連続で増加した。

定期給与のうち、所定内給与は 24 万 292 円、名目賃金指数（所定内給与）は

102.6 で、前年比 1.4％増と２年ぶりに増加、超過労働給与は２万 1,093 円で前年

差 1,508 円増、特別給与は５万 7,232 円で前年差 3,245 円増となった。（表１､図

１）

(2)産業別現金給与額

産業別に現金給与総額をみると、「学術研究,専門・技術サービス業」が 49 万

8,001 円と最も高く、次いで「電気・ガス・熱供給・水道業」、「金融業,保険業」

の順となった。

主な産業別に現金給与総額の動きをみると、「建設業」(6.6％増)、「運輸業,郵

便業」(6.5％増)、「サービス業（他に分類されないもの）」(6.5％増)等で増加し、

「生活関連サービス業,娯楽業」(5.6％減)、「教育,学習支援業」(2.9％減)等で減

少した。（表２）

表１ 年次別現金給与額の推移 （事業所規模５人以上、調査産業計、令和２年平均＝100）

指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比
円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円

 令和元年 307,294 100.8 0.1 251,793 99.7 0.0 229,667 98.1 -0.4 22,126 55,501

   ２ 304,928 100.0 -0.8 252,566 100.0 0.3 234,140 100.0 1.9 18,426 52,362

　 ３ 308,087 101.0 1.0 255,749 101.3 1.3 237,333 101.4 1.4 18,416 52,338

 　４ 310,596 101.9 0.9 256,609 101.6 0.3 237,024 101.2 -0.2 19,585 53,987

   ５ 318,617 104.5 2.6 261,385 103.5 1.9 240,292 102.6 1.4 21,093 57,232
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表２ 産業別現金給与額

２ 労働時間 ～３年連続で増加した所定外労働時間～

(1)年次別労働時間

令和５年の１人平均月間総実労働時間は 140.5時間、総実労働時間指数は 102.1

で、前年比 1.3％増と３年連続で増加した。

総実労働時間のうち、所定内労働時間は 129.6 時間、所定内労働時間指数は

101.1 で、前年比 1.0％増と２年ぶりに増加、所定外労働時間は 10.9 時間、所定

外労働時間指数は 116.7 で、前年比 5.8％増と３年連続で増加した。

出勤日数は 18.0 日で、前年と同水準となった。（表３､図２）

(2)産業別労働時間

産業別に総実労働時間をみると、「運輸業,郵便業」が 164.7 時間と最も長く、

（事業所規模５人以上）

前年比 前年比 前年比 前年差 前年差

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円 円 円

TL 調 査 産 業 計 318,617 2.6 261,385 1.9 240,292 1.4 21,093 1,508 57,232 3,245

D 建 設 業 412,489 6.6 332,544 1.5 314,314 0.9 18,230 1,754 79,945 21,447

E 製 造 業 401,831 2.0 316,794 2.3 285,041 1.8 31,753 2,192 85,037 1,163

F 電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 494,932 5.6 408,846 9.2 358,156 9.0 50,690 4,758 86,086 -7,240

G 情 報 通 信 業 388,749 -1.0 307,691 -4.6 283,321 -6.3 24,370 4,199 81,058 11,175

H 運 輸 業 , 郵 便 業 297,420 6.5 264,685 7.0 217,074 5.1 47,611 7,002 32,735 712

I 卸 売 業 , 小 売 業 239,089 5.6 202,064 4.0 191,388 3.6 10,676 1,057 37,025 5,204

J 金 融 業 , 保 険 業 430,597 -0.2 321,462 -2.7 303,096 -3.5 18,366 2,266 109,135 7,829

K 不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 324,644 4.9 269,145 3.3 249,658 5.6 19,487 -4,729 55,499 8,218

L 学術研究,専門・技 術サ ービ ス業 498,001 4.9 366,311 2.2 337,092 1.9 29,219 1,372 131,690 15,960

M 宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業 126,755 0.8 119,663 -0.7 113,860 -0.8 5,803 74 7,092 1,780

N 生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 , 娯 楽 業 197,448 -5.6 177,177 -8.7 166,805 -9.7 10,372 994 20,271 4,784

O 教 育 , 学 習 支 援 業 370,263 -2.9 283,206 -2.2 280,696 -1.9 2,510 -912 87,057 -4,921

P 医 療 , 福 祉 315,610 1.5 267,975 0.9 248,773 0.7 19,202 534 47,635 2,186

Q 複 合 サ ー ビ ス 事 業 381,889 -1.7 306,864 1.8 290,420 2.8 16,444 -2,420 75,025 -11,483

R サービス業（他に分類されないもの） 255,997 6.5 230,511 5.3 207,827 4.7 22,684 2,154 25,486 3,987

産　　　業
現金給与総額 定期給与 特別給与所定内給与 超過労働給与



次いで「電気・ガス・熱供給・水道業」、「建設業」の順となった。

主な産業別に総実労働時間の動きをみると、「電気・ガス・熱供給・水道業」

（11.7％増)、「運輸業,郵便業」（4.7％増）、「サービス業（他に分類されないもの）」

（3.0％増）等で増加し、「不動産業,物品賃貸業」(7.0％減)、「生活関連サービス

業,娯楽業」（4.3％減)等で減少した。（表４）

表３ 年次別労働時間の推移

表４ 産業別労働時間

（事業所規模５人以上、調査産業計、令和２年平均＝100）

指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比
時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 日

 令和元年 142.4 103.6 -1.3 131.3 102.4 -1.3 11.1 119.5 -1.1 18.5

   ２ 137.5 100.0 -3.4 128.2 100.0 -2.3 9.3 100.0 -16.4 18.0

　 ３ 138.5 100.7 0.8 129.1 100.7 0.6 9.4 101.5 1.4 18.1

 　４ 138.6 100.8 0.1 128.3 100.1 -0.6 10.3 110.3 8.7 18.0

 　５ 140.5 102.1 1.3 129.6 101.1 1.0 10.9 116.7 5.8 18.0

年
総実労働時間

出勤日数所定内労働時間 所定外労働時間

（事業所規模５人以上）

前年比 前年比 前年比 前年差

時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 日 日

TL 調 査 産 業 計 140.5 1.3 129.6 1.0 10.9 5.8 18.0 0.0

D 建 設 業 162.3 0.1 150.9 0.1 11.4 -0.3 20.0 0.0

E 製 造 業 159.1 2.3 145.1 2.2 14.0 4.1 19.0 0.2

F 電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 163.1 11.7 146.6 9.6 16.5 34.8 19.1 1.1

G 情 報 通 信 業 158.5 -0.7 146.7 -1.1 11.8 3.6 18.9 0.0

H 運 輸 業 , 郵 便 業 164.7 4.7 139.5 2.9 25.2 16.7 19.2 0.3

I 卸 売 業 , 小 売 業 125.2 1.0 118.8 1.4 6.4 -5.1 17.6 -0.1 

J 金 融 業 , 保 険 業 144.8 0.5 137.5 1.6 7.3 -17.0 18.9 0.4

K 不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 142.4 -7.0 130.9 -7.5 11.5 -0.6 17.9 -1.0 

L 学術研究,専門・技 術サ ービ ス業 154.5 0.3 140.7 -0.2 13.8 7.3 18.4 -0.2 

M 宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業 93.1 -0.3 87.8 -1.1 5.3 14.3 14.5 0.0

N 生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 , 娯 楽 業 112.4 -4.3 107.5 -4.5 4.9 0.2 16.3 -0.3 

O 教 育 , 学 習 支 援 業 126.4 1.8 115.6 -0.8 10.8 40.5 17.0 -0.1 

P 医 療 , 福 祉 136.8 -0.4 130.8 -0.4 6.0 -2.2 17.9 0.0

Q 複 合 サ ー ビ ス 事 業 151.2 1.6 143.3 2.8 7.9 -15.1 19.0 0.3

R サービス業（他に分類されないもの） 143.8 3.0 130.3 2.8 13.5 4.6 18.4 0.4

産　　　業
総実労働時間 出勤日数所定内労働時間 所定外労働時間



３ 雇用 ～３年連続で増加した常用労働者数～

(1)年次別常用労働者数及び労働異動率

令和５年の月間平均常用労働者数は 143 万 7,410 人、常用雇用指数は 102.1 で、

前年比 0.9％増と３年連続で増加した。このうち一般労働者は 99 万 3,094 人、パ

ートタイム労働者は 44 万 4,316 人となった。

パートタイム労働者比率は 30.9％で、前年差 0.2 ポイント減と２年ぶりに減少

となった。

労働異動率をみると、入職率は 1.89％で、前年差 0.07 ポイント増と３年ぶり

に増加、離職率は 1.83％で前年差 0.02 ポイント増と４年ぶりに増加となった。

（表５､図３､図４）

(2)産業、就業形態別常用労働者数及び労働異動率

常用労働者数を産業別にみると、「製造業」が 38 万 4,609 人と最も多く、次い

で「卸売業,小売業」、「医療,福祉」の順となった。

パートタイム労働者比率の産業別割合をみると、「宿泊業,飲食サービス業」が

79.8％と最も高く、次いで「生活関連サービス業,娯楽業」、「卸売業，小売業」の

順となった。（表６、図５）

常用労働者の異動状況を産業別にみると、入職率、離職率とも「宿泊業,飲食サ

ービス業」、「不動産業,物品賃貸業」、「生活関連サービス業,娯楽業」、「複合サー

ビス事業」等で高くなっている。

※入(離)職率には、新規の入(離)職者の他に、同一企業内の転勤者が含まれている。

表５ 年次別常用労働者数及び労働異動率の推移
（事業所規模５人以上、調査産業計、令和２年平均＝100）

指数 前年比 比率 前年差 前年差 前年差
人 ％ 人 人 ％ ポイント ％ ポイント ％ ポイント

 令和元年 1,411,537 100.4 1.1 976,980 434,557 30.8 -0.1 1.86 -0.04 1.90 0.12

   　２ 1,405,797 100.0 -0.5 971,740 434,057 30.9 0.1 1.90 0.04 1.87 -0.03 

　 ３ 1,411,383 100.4 0.4 983,858 427,525 30.3 -0.6 1.87 -0.03 1.83 -0.04 

 　４ 1,424,201 101.2 0.8 981,040 443,161 31.1 0.8 1.82 -0.05 1.81 -0.02 

 　５ 1,437,410 102.1 0.9 993,094 444,316 30.9 -0.2 1.89 0.07 1.83 0.02

入職率 離職率

年
常用労働者数

労 働 異 動 率

一般
労働者

パートタイム労働者



表６ 産業、就業形態別常用労働者数及び労働異動率

（事業所規模５人以上）

前年比 比率 前年差 前年差 前年差

人 ％ 人 人 ％ ポイント ％ ポイント ％ ポイント

TL 調 査 産 業 計 1,437,410 0.9 993,094 444,316 30.9 -0.2 1.89 0.07 1.83 0.02

D 建 設 業 66,282 7.3 58,079 8,203 12.4 0.2 1.15 -0.18 0.81 -0.62 

E 製 造 業 384,609 0.7 343,101 41,508 10.8 -1.6 1.15 -0.01 1.09 -0.08 

F 電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 6,640 -4.8 6,243 397 6.0 -2.1 1.24 0.28 1.53 0.32

G 情 報 通 信 業 17,023 1.1 15,900 1,123 6.6 3.7 1.11 0.29 1.14 0.03

H 運 輸 業 , 郵 便 業 88,493 0.1 67,833 20,660 23.4 -2.1 1.49 -0.08 1.40 -0.17 

I 卸 売 業 , 小 売 業 214,463 -1.9 101,609 112,854 52.6 -0.5 2.25 0.43 2.28 0.19

J 金 融 業 , 保 険 業 28,789 1.2 25,281 3,508 12.2 1.2 1.67 0.17 1.64 0.21

K 不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 13,616 17.2 9,366 4,250 31.1 5.2 3.00 1.12 2.34 0.00

L 学術研究 ,専門・技 術サ ービ ス業 30,031 -2.5 26,578 3,453 11.5 -1.1 0.95 0.15 1.02 -0.14 

M 宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業 122,459 4.1 24,785 97,674 79.8 5.2 4.04 -0.20 3.72 -0.21 

N 生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 , 娯 楽 業 41,027 0.7 18,549 22,478 54.8 1.8 2.55 -1.44 2.64 -1.19 

O 教 育 , 学 習 支 援 業 100,488 2.6 65,573 34,915 34.7 1.5 1.94 0.28 1.81 0.44

P 医 療 , 福 祉 194,286 1.6 134,610 59,676 30.7 -0.2 1.68 0.15 1.62 0.26

Q 複 合 サ ー ビ ス 事 業 12,629 -4.6 11,321 1,308 10.4 -4.8 2.51 0.22 2.78 0.13

R サービス業（他に分類されないもの） 116,510 -1.5 84,202 32,308 27.7 -2.4 2.44 0.02 2.63 0.38

産　　　業
常用労働者数 労 働 異 動 率

一般
労働者

パートタイム労働者

入職率 離職率

製造業

26.8%

卸売業,小売業

14.9%

医療,福祉

13.5%

宿泊業,飲食サービス業

8.5%

サービス業（他に分類されないもの）

8.1%

教育,学習支援業

7.0 %

運輸業,郵便業

6.2%

建設業

4.6%

生活関連サービス業,娯楽業

2.9%

学術研究,専門・技術サービス業

2.1%

金融業,保険業

2.0 %
情報通信業

1.2%

不動産業,物品賃貸業

0.9%

複合サービス事業

0.9%

電気・ガス・熱供給・水道業

0.5%

図５　常用労働者数の産業別構成比
（事業所規模5人以上）



＜利用上の注意＞
１ この調査結果の数値は、調査対象事業所からの報告を基にして、本県の事業所規模５人以
上のすべての事業所に対応するよう復元して算定したものである。

２ 調査結果の実数の年平均値は、各月の数値を常用労働者数で加重平均することによって算
出している。また、指数及び労働異動率の年平均値は、各月の数値を単純平均したものであ
る。

３ 調査産業のうち、鉱業，採石業，砂利採取業は調査事業所数が少ないため産業別数値を公
表していないが、調査産業計には、実数、指数ともに含めている。

４ 指数について
(1) 指数の算出方法は、「各月の調査結果の実数÷基準数値×100」であり、「基準数値」
とは基準年における１か月あたりの単純平均である。（現在の基準年は令和２年）

(2) 事業所規模 30 人以上の事業所（第一種事業所）に係る調査は、従来の２～３年に一度
行う総入替え方式から、毎年１月分調査時に行う部分入替え方式に平成 30 年から変更し
た。賃金、労働時間指数とその増減率は、総入替え方式のときに行っていた過去に遡った
改訂はしていない。ただし、常用雇用指数とその増減率は、令和４年１月分確報公表時に、
労働者数推計を当時利用できる最新のデータ（平成 28 年経済センサス-活動調査）に基づ
き更新（ベンチマーク更新）し、過去に遡って改訂している。
また、毎月の絶対的な水準を表す実数値、パートタイム労働者比率及び入・離職率につ

いては、改訂を行わないこととしている。
(3) 公表されている前年比については、原則として指数により行っているため、実数から算
定した場合とは必ずしも一致しない。

(4) 基準時更新とは、指数の基準年を西暦年の末尾が 0 又は 5 の付く年に変更する改訂のこ
とをいい、5 年ごとに行っている。この基準時更新では、各指数を全期間にわたって改訂
しているが、増減率は改訂していない。現在の基準年は令和２年である。

５ 統計表の符号は以下のとおり。
「－」…該当数字無し又は指数化されていない。
「０」…単位未満
「ｘ」…集計事業所数が２以下又は当該産業に属する事業所数が少ないため公表しない。

＜調査事項の説明＞
１ 現金給与総額

定期給与＋特別給与
２ 定期給与

労働協約、就業規則等によってあらかじめ定められている支給条件、算定方法によっ
て支給される給与（所定内給与＋超過労働給与）

３ 所定内給与
定期給与のうち、超過労働給与以外の給与

４ 超過労働給与
所定の労働時間を超える時間の労働、休日労働、深夜労働等に対して支給される給与

５ 特別給与
あらかじめ定められた労働協約、就業規則等によらないで、一時的又は突発的事由に基づ

いて支払われる給与や、あらかじめ定められた労働協約、就業規則等により支給される賞与
及び期末手当、３か月を超える期間で算定される手当等、支給事由の発生が不定期なもの、
労働協約、就業規則等の改正によるベースアップ等が行われた場合の差額追給等

６ 総実労働時間
所定内労働時間＋所定外労働時間

７ 所定内労働時間
労働協約、事業所の就業規則等で定められた正規の始業時刻と終業時刻との間の実労働

時間
８ 所定外労働時間

早出、残業、臨時の呼出、休日出勤等の実労働時間
９ 出勤日数

調査期間中に労働者が実際に出勤した日数
10 常用労働者

期間を定めず又は１か月以上の期間を定めて雇われている者
11 パートタイム労働者

常用労働者のうち、１日の所定労働時間が一般の労働者より短い者又は１日の所定労
働時間が一般の労働者と同じで一週の所定労働日数が一般の労働者よりも少ない者
（「一般労働者」とは、常用労働者のうち、パートタイム労働者でない者のことをいう。）

12 パートタイム労働者比率
本調査期間末の全常用労働者に占めるパートタイム労働者の割合を百分率化したもの

13 労働異動率
雇用の流動状況を示す指標としての労働異動率は、以下の式により算出している。
入(離)職率 ＝ 月間の増加(減少)労働者数 ÷ 前月末労働者数 × 100

なお、入(離)職率には、単に新規の入(離)職者のみならず、同一企業内の転勤者が含まれ
ている。


